
平成２９年度 第１回東京都総合教育会議 次第 

 
 

 平成２９年８月２４日（木）  

     午前 10 時 30 分から正午まで  

都庁第一本庁舎 42 階特別会議室Ｂ  

 
 

１ 開会 

 

２ 議題 

  小学校教育の現状と今後の在り方～山積する教育課題への対応～ 

 

３ 閉会 

 

 

 

（配布資料） 

 資料   小学校教育の現状 

  

 



小学校教育の現状 

平成29年度第1回総合教育会議資料 

平成29年8月24日 



 １ 小学校のカリキュラムの状況 
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■ 小学校における年間標準総授業時数の変遷及び授業時数確保の取組《東京都》 
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■ 新学習指導要領の主な内容 

＜土曜授業の実施＞ 
 ・59区市町村（62区市町村中） 

＜10分から15分程度の短時間を活用した 
  教科指導の実施＞ 
 ・6.3％（81校） 
    国語（92.6％）算数（66.7％） 

＜長期休業期間の短縮＞ 
  ･「9月1日以前に授業を実施」38.1％ 
  ･「7月20日以降も授業を実施」6.1％  

新学習指導要領実施時には、カリキュラムが更にタイトになる懸念 

４～６年 
＜7時間授業の実施＞ 
 ・世田谷区、三鷹市、武蔵村山市 等 

＜新たな教育内容＞ 
 ・「外国語活動」導入（３，４年） 
 ・「外国語」教科化（５，６年） 
 ・「プログラミング教育」導入 等 

＜充実を図る教育内容＞ 
 ・「特別の教科 道徳」 
 ・言語能力 
 ・理数教育 
 ・教科横断的な学習 等 

＜多様化した教育内容＞ 
 ・「主権者教育」「消費者教育」 等  
 
＜新たな指導方法＞ 
 ・主体的・対話的で深い学び 
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■ 都内公立小学校における年間総授業日数の推移 

学校の年間総授業日数は、今後更に増加？ 
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■ 夏季休業期間中の教員の実態 

＜校内業務＞ 

 ○個人面談   ○水泳指導   ○林間・臨海施設等宿泊行事の引率  
 ○補習、特別プログラム（実験・工作等）   ○会議   ○２学期の準備 等  

＜研修等＞ 

 ○校内研修  ○区市町村教育委員会主催の研修  ○都教育委員会主催の研修   ○研究団体への参加 等 

＜地域＞ 

 ○地域行事への参加（イベント、祭りなど） 等 

＜その他＞ 

 ○土曜授業の振替、年次有給休暇・夏季休暇の取得 等 
 
 
  
 
  

 

 

夏季休業期間中において、教員は様々な業務に従事しており、 
児童は様々な行事に参加している 

＜学校主催＞ 

 ○水泳教室   ○補習、特別プログラム（実験・工作等）   ○林間・臨海施設等宿泊行事への参加 等 

＜地域主催＞ 

 ○ラジオ体操   ○イベント、祭り   ○キャンプ、合宿    ○学童保育等のイベント 等 

＜その他＞ 

 ○家族旅行    ○宿題    ○習い事    ○学習塾の夏期講習 等 

■ 夏季休業期間中の児童の実態 
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校種が上がるに従い、学習の理解度は低下 

■ 学校の授業の理解度 

2.1 

7.8 

20.7 

30.1 

44.0 

48.8 
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35.0 
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17.1 

9.8 
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3.4 

2.7 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校１年 

中学校２年 

小学校５年 

よく分かる だいたい分かる 半分くらい分かる 

分からないことが多い 

ほとんど分からない 

約７割 

約５割 

約３割 

 「学校教育に関する意識調査 調査報告書」（H15  文部科学省）から作成 

■ 基礎学力の徹底に向けた取組《東京都》 
 

 

 

 

  

＜算数における習熟度別指導の推進＞ 
 希望する全ての学校に教員を配置 

＜東京ベーシック・ドリルの活用＞ 
 国語、算数（小１～６）、社会・ 
 理科（小３・４）、サポート版 
 自動採点等の機能が付いたソフト 

＜ユニバーサルデザインの視点 
 を取り入れた指導の充実＞ 
 リーフレットの作成・配布 
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■ 教員の意識の変化 

教員が心掛けている授業方法としては、グループ活動が増加し、反復練習や個別学習が減少 

（％） 

グループ活動を取り入れた授業 

個別学習を取り入れた授業 

 教員が心掛けている授業方法 

表現活動を取り入れた授業 

計算や漢字等の反復的な練習 

■ 「主体的・対話的で深い学び（ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ）」の取組《東京都》 
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平成27年度 

平成28年度 
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 「児童自ら学級やグループで課題を設定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、表現する等の学習活動を 

 取り入れましたか。」【学校質問紙】 
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「第６回学習指導基本調査」（H28  ベネッセ教育総合研究所）から作成 

「全国学力・学習状況調査」（H28  文部科学省）から作成 
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■ 学校教育に求められる多様な教育課題 

 

 

 

 ○法教育           ○憲法教育       ○主権者教育 

   ○租税教育       ○消費者教育      ○金融教育（金銭教育） 

   ○住教育        ○シティズンシップ教育     ○情操教育 

   ○日本の伝統・文化理解教育 ○領土に関する教育       ○国際教育 

   ○健康教育       ○食育 

   ○性教育        ○がん教育       ○薬物乱用防止教育 

   ○いじめ防止教育    ○安全教育       ○防災教育 

   ○環境教育       ○持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

   ○森林環境教育     ○海洋教育 

   ○再生可能エネルギー教育     ○放射線に関する教育 

   ○情報モラル教育       ○ＩＣＴ教育      ○メディアリテラシー教育 

   ○オリンピック・パラリンピック教育   等 

各学校では、教育課程編成の際に、「学校教育目標を達成するための基本方針」や「指導の 
重点」などに多様な教育課題への対応を位置付け、各教科等の指導の中で実践している 

 社会的な要請等により、例えば、次のような多様な教育課題が、各方面から提唱され、学校教育に特段
の対応が求められている。 



 ２ 教員の勤務の状況 

■ 教員の勤務実態《全国》 

□ 教員の１日当たりの学校にいる時間（平日） □ 土日の出勤状況 

16.7% 23.2% 23.1% 19.5% 12.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校 

ほとんど 
 毎週 

2週間に 
1日程度 

1か月に 
1日程度 

年に 
5~6日程度 

ほとんど 
 ない 

無回答 
・不明 

 

 

教員の勤務時間は増加傾向にある。 
さらに、新学習指導要領の実施に伴い、実労働時間は長くなると考える割合は高い 

 
  
  

■ 新学習指導要領の実施に伴う実労働時間の考え方 

38.6% 23.4% 11.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答 とても長くなる あまり変わらない やや長くなる 

 H29 都教育委員会調べ 

「第６回学習指導基本調査」（H28 ベネッセ教育総合研究所）から作成 

小学校

2016年 11時間54分

2010年 11時間29分

増　減 25分増

7 
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教材準備の時間が十分に取れないと考える教員の割合が高い。また、仕事のやりがいや 
教員生活全体の満足度は高いものの、学習指導や私生活とのバランスについては満足度が低い 

■ 教員の悩み《全国》 

「第６回学習指導基本調査」（H28 ベネッセ教育総合研究所）から作成 

■ 教員としての満足度 
 
  
  

3.5% 

15.3% 

1.1% 

1.6% 

58.5% 

60.3% 

29.8% 

46.0% 

31.1% 

19.0% 

40.5% 

42.5% 

3.8% 

2.6% 

25.8% 

5.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学習指導 

教員生活と私生活
のバランス 

仕事のやりがい 

とても満足 まあまあ満足 あまり満足していない 全く満足していない 無回答 

教員生活全体 

              H29  都教育委員会調べ 

小学校

教材準備の時間が十分に取れない 90.5%

作成しなければならない事務書類が多い 84.9%
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■ 小学校における専科教員設置校数（平成28年度） 

新学習指導要領の実施に向けて、道徳及び英語の教科化を踏まえ、 
教員の各教科等の指導の専門性を強化することが課題 

※都内全公立小学校数 1,280校 

平成28年度公立学校統計調査報告書【学校調査編】（H28  都教育委員会）から作成 
 

■ 専科指導の充実に向けた考え方 
 
  
  

43.6% 41.0% 7.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての学年で専科指導 
を充実すべき 無回答 

高学年を中心に専科指導 
を充実すべき 

現状のままで
よい 

約８割 

※「学級担任がより多くの教科を指導すべき」と回答した学校がなかったため、上記のグラフに含めていない。 
              H29  都教育委員会調べ 

教科等 国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図画工作 家庭 体育 道徳 特別活動
総合的な
学習の時間

外国語
活動

専科教員設置校数 97 1,120 1,115 238

都内全公立小学校数
に占める割合

7.6% 87.5% 87.1% 18.6%
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■ 第１学年児童の不適応状況が発生した学校の割合 

 
  
  

21.1% 

19.0% 

18.2% 

23.9% 

78.2% 

80.2% 

81.8% 

75.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年度 

平成23年度 

平成22年度 

平成20年度 

教員加配の効果が見られる一方、依然として不適応状況が発生 

平成22年度より教員加配 

発生した 発生していない 無回答 

 小１問題・中１ギャップの予防・解決のための「教員加配に関わる効果検証に関する調査」最終報告書（H25 都教育委員会）から作成 

 ３ 小１問題の状況 
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■ 児童の不適応状況の態様（校長の回答） 

 
  
  

「授業中、勝手に教室の中を立ち歩いたり、教室の外へ出て行ったりする」 
「学級担任の指示通りに行動しない」などの不適応状況が多く発生している 

2.2%  

8.8%  

19.2%  

24.2%  

30.5%  

58.2%  

61.3%  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

授業中、勝手に教室の中を立ち歩い 
たり、教室の外へ出て行ったりする 

学級担任の指示通りに行動しない 

教育的な配慮や支援を要する児童に 
教諭が個別対応 している間に、他の 
児童が勝手なことをしている 

私語が止まず、ざわざわしている 

児童同士のけんかやトラブルが日常 
的に起きている 

教室内に物が落ちていたり、ごみが 
落ちていたりして、汚れている 

教室内で物が隠されたり、なくなった 
 りすることがある 

 小１問題・中１ギャップの予防・解決のための「教員加配に関わる効果検証に関する調査」最終報告書（H25 都教育委員会）から作成 
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■ 児童の不適応状況の発生の要因（校長及び教諭の回答） 

 
  
  

児童に耐性や基本的な生活習慣が身に付いていなかったことが、 
不適応状況の発生の要因につながると回答した割合が高い 

17.0% 

18.6% 

26.5% 

42.7% 

36.0% 

55.3% 

65.6% 

73.1% 

18.2% 

21.3% 

32.8% 

40.8% 

44.9% 

59.2% 

65.9% 

66.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童に耐性が身に付いていなかったこと 

児童に基本的な生活習慣が身に付いていなかったこと 

家庭の教育力が低下していること 

担任が個別に教育的な配慮や支援を必要としている児童へ
の指導と全体への指導の両方を適切にできなかったこと 

児童に集団生活での経験が不足していたこと 

担任が児童の変化に対応した指導ができなかったこと 

担任に基本的な指導力が欠けていたこと 

個別に教育的配慮や支援を必要としている児童に対して、 
学校としての支援体制が整っていなかったこと 

校長 教諭 

※小１問題の発生に関して「ある」と回答した学校について 

 小１問題・中１ギャップの予防・解決のための「教員加配に関わる効果検証に関する調査」最終報告書（H22 都教育委員会）から作成 
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■ 幼児の学習状況（60～71文字のひらがなの読み書きができる人数の割合） 

 
  
  

調査時期 1988年 2005年 

調査対象 保育所児・幼稚園児 
（母親へのアンケート） 

保育所児・幼稚園児 
（母親へのアンケート） 

読
み 

５歳児 77.0％ 85.7％ 

４歳児 54.5％ 70.0％ 

３歳児 19.9％ 36.9％ 

書
き 

５歳児 59.7％ 66.1％ 

４歳児 28.9％ 41.5％ 

３歳児 7.9％ 14.0％ 

３・４・５歳児の読み書き能力の経年変化 

読み書きができる幼児が増加しているが、定着の程度には差がある 

 「教育再生実行会議 第五次提言」参考資料（H27）から作成 
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■ 子どもの読書と親の読み聞かせの頻度との関係 

 
  
  

子どもが一人で絵本や本を読む（見る）頻度【小１】 

年長児期に読み聞かせをしてもらった子どもほど、 
小１期に一人で絵本や本を読む（見る）頻度が高い傾向がある 

22.9 

32.4 

38.7 

19.4 

22.9 

30.4 

25.3 

28.5 

20.6 

19.4 

7.8 

5.7 

12.9 

6.7 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【年長児期における親の 
 読み聞かせ頻度】 

週に３～４日以上 

週に１～２日 

月に１～３日以下 

【小１期の本を読む（見る）頻度】 

週に１～２日 

無回答 

ほとんど毎日 週に３～４日 月に１～３日 

ほとんどない 

「幼児期から小学１年生の家庭教育調査」＜速報版＞（H28  ベネッセ教育総合研究所）から作成 
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■ 子供の貧困率の推移 

 
  
  

「子どもの貧困率」は依然として高い状況にある 

注１ 子供の貧困率とは、子供全体に占める、等価可処分所得が貧困線※に満たない子供の割合をいう。 
    ※貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入)を世帯人員 
     の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額をいう。 

（％） 

注２  子供とは、17歳以下の者をいう。 

10.9 

13.7 

16.3 

13.9 

0

10

20

昭和60年 平成15年 平成24年 平成27年 

子どもの貧困率 

「国民生活基礎調査」（H28 厚生労働省）から作成 
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■ 都内の情緒障害等通級指導学級利用者数及び自閉症・情緒障害特別支援 
  学級在籍者数の推移 

 
  
  

情緒障害等通級指導学級（通級）及び自閉症・情緒障害特別支援学級（固定）で 
指導を受ける児童は、毎年度増加傾向にある 

（
通
級
指
導
学
級 

単
位
：
人
） 

（
固
定
学
級 

単
位
：
人
） 

注１ 情緒障害等通級指導学級  

通常の学級での学習におおむね参加
でき、一部特別な指導を必要とする自
閉症児、情緒障害児、学習障害児及び
注意欠陥多動性障害児を対象とする。
指導時間数は、障害の状態に応じて、
週１単位時間から週８単位時間まで（
学習障害及び注意欠陥多動性障害につ
いては月１単位時間から可能としてい
る。）としている。 

注２ 自閉症・情緒障害特別支援学級 

学校教育法の規定に基づき、通常の
学級における学習では十分その効果を
上げることが困難な児童・生徒のため
に特別に編制された学級であり、自閉
症児及び情緒障害児を対象とする。  
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■ 世界各国の就学年齢及び就学期間 

  

  

 

・４歳〔北アイルランド（12年間）〕 
・５歳〔イギリス（11年間）、オランダ（13年間）〕 
・６歳〔日本（9年間）、ドイツ（9～10年間）、 
        フランス（10年間）、イタリア（10年間）〕 
・７歳〔フィンランド（9年間）、スウェーデン（9年間）〕 

【主なヨーロッパ諸国】 

【アメリカ】 

①イギリス 

 ・年に３回入学の機会 
   ４月以降の学期（１～３月生まれ）、９月以降の学期（４～８月生まれ）、 
   １月以降の学期（９～12月生まれ） 
 

②オランダ 

 ・一斉入学ではなく、４歳の誕生日以降、 

  保護者が入学時期、学校を選択 

  
 

＜義務教育開始年齢＞ 

 ５歳〔８州〕、６歳〔25州〕、７歳〔15州〕、８歳〔２州〕 

＜義務教育期間＞ 

 ９年間〔９州〕、10年間〔16州〕、11年間〔10州〕、 

 12年間〔11州〕、13年間〔４州〕 

【アメリカ】 

□ 義務教育の開始年齢と期間 

□ ５歳児の就学の状況（義務教育） 

③早期可能〔アメリカ、ドイツ、フランス、韓国〕 

・アメリカ：早期入学制度〔保護者の申請〕 

・ドイツ ：５歳児早期入学制度〔保護者の申請〕 

・フランス：５歳児の全員が就学可能〔各校の審査に合格した児童〕 

・韓国  ：５歳児早期入学制度〔優秀な児童〕 

義務教育の開始年齢や期間は国によって様々である 

 参 考 


